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国民参加による気候変動情報収集・分析
地方公共団体委託事業報告

茨城県地域気候変動適応センターの体制
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茨城県

国立環境研究所
気候変動適応センター

茨城県内市町村
行政機関、住民

小・中・高等学校

気候変動に関あする科学的
知見の収集、提供

共同研究、情報提供

大学、研究機関

適応計画、実践

地域のニーズ集約
適応計画策定

科学的知見

影響の発現、把握

茨城県地域気候変動適応センター
（≒茨城大学地球変動適応科学研究機関）

• 気候変動影響、適応評価
• 気候変動影響に関するローカル情報の収集・検討
• 自治体適応策策定支援
• 公開講座、防災教育、人材育成



茨城県地域気候変動適応センターの事業
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気候変動影響、適応評価

気候変動影響に関するローカル情報の収集・検討

自治体適応策策定支援

公開講座、防災教育、人材育成

茨城県下の気候変動、温暖化予測を行い、それらによる水環境・農業・漁業・防災等
へのリスクや影響、対策を検討する。

茨城県下で農業や漁業等に関わる人たちが気候変動・温暖化をどう捉えているか、実
際に起こっている現象について把握するとともに、既に実践されている適応策を収集
し、応用可能性について検討する。

影響評価で得られた結果を自治体に提示し、影響評価の精度検証、追加データの収
集、優先順位などを協議して、各自治体の事情に応じた適応策策定を支援する。

市民向けの公開講座、防災教育ワークショップなどを行うとともに、「適応」に関する知
識を備えて普及啓発に関われる地域人材の育成・ネットワーク化を図る。

国民参加による気候変動情報収集・分析事業
• 大学教育と連動した調査、学生の関与
• 漁業関係者

– 大洗町等でのインタビュー調査
• 農業従事者

– 大学院サステナ教育「国内実践教育演習」と連動
– 常総市農家インタビュー・アンケート

• アンケート調査：11月配布予定が台風19号豪雨水害により延期。
• 12/25〆切で、常総市全農家4,836件へ配布。約1,600件回収(集計中)

• 茨城町、つくば市等での圃場モニタリング
• 県内小中学校約700件へのアンケート(1月末配布)
• シンポジウム、ワークショップ

– 6/28設立記念シンポジウムでのアンケート
– 10/9豪雨災害対策ワークショップ
– 12/11 「令和元年度台風19号災害調査団」報告書、報告会
– 3/10茨城県地域気候変動適応センターシンポジウム
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常総市アンケート
• 農家へのインタビュー調
査後に実施

• 気候変動の農業影響と
適応策
– 水稲、野菜を区別

• 農業経営、後継者問題
との関係も調査

• アンケート調査：11月配
布予定が10月の台風19
号豪雨水害により延期。

• 12/25〆切で、常総市全
農家4,836件へ配布。約
1,600件回収(集計中)
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小中学校アンケート



イベント、アウトリーチ
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今後の展望

• 気候変動適応が研究から実践へ
• 気候変動適応の認知度向上

• 大学と県、市町村の連携体制の強化
–大学と県、市町村の一部はかつてより連携協定があ
るが、一層の拡充

–県庁内の横断。県庁連絡会議(2019.5)等
–市町村の適応計画策定相談
–冊子「茨城県における気候変動影響と適応策：水稲
への影響」を作成中

• 茨城大学の社会的役割(≒社会の公器)、PR
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